
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,163

0.00 0.40

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

0 0 10,962 2,412 3,675

令和６年度

事業期間 令和4年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

８環境共生

１　低炭素・循環型社会の実現

１　低炭素社会の構築

2

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

0 0

0 0 0

該当 総合戦略

計画的に電気自動車等を導入し、併せて充電環境の整備を行う。

R5年度実績 R6年度見込

環境配慮型公用車導入台数 2

実績値

100.0

ＥＶ等の環境配慮型車両の導入により、CO₂排出削減と燃料費削減を図る。

令和４年度に充電設備の整備を実施。　ＥＶ等の環境配慮型車両を導入し、脱炭素社会の実現に寄与

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 2,882

0 0

0

0

0

0.20

0

環

境

変

化

等

普及に向けたインフラ整備が進み、ＥＶ等の導入を促進している。

脱炭素社会の実現に向け、ガソリン車からＥＶ等に移行する流れとなった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

令和６年度にＥＶ２台導入予定

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

環境配慮型車両の導入により、CO₂排出削減と燃料費削減を図る。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

令和４年度に本庁舎の充電環境を整備し、令和５年度はＥＶを２台導入した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

本事業は、脱炭素社会に向けた行政としての率先した取り組みであり、必要性が高い。　今後は、中期的に脱炭素社会の実現に向けた社会の動向や行

政に求められる役割の変化をとらえながら、事業のあり方を考えていく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 0 2,882

0 0 0

1,454

0

0

0.00

0.16

0.00

事

業

概

要

対　象

職員　集中管理車両

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

本庁舎のＥＶ電源への供給量は上限に達しており、今後ＥＶが増加する場合は、電源供給体制を整える必要がある。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,163 1,454

1,2498,080

正職員以外

8,080 1,249 2,221

0

0 2目標値 台

基

本

情

報

台 0 2

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,2210

事務事業名 環境配慮型公用車導入推進事業費

～ 令和8年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 100.0

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

2 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

5,816

0.82 0.30

4,600 4,897 5,950

Ａ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

78,707 84,904 81,212 86,891 94,723

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

100

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

3,031 3,265

72,053 79,080

0 0 0

総合戦略

公用車の適切な維持管理（導入、修繕、車検）　集中管理車両の予約確認　損害保険の加入及び事故相手方との交渉・支払

R5年度実績 R6年度見込

稼働率 100

実績値

100.0

公用車を使用した行政サービスが適切に提供できるようにすることで、効率的な行政運営を図る　事故発生後の円滑な対応により、通常業務に支障を生じ

ないようにする

新庁舎に庁舎機能が集約されたことで集中管理公用車を効率的利用が可能になった

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

5,824 2,162

0 0

0

2,064

4,061

0.55

6,654

環

境

変

化

等

令和3年度のリース車両更新あわせて公用車台数を削減した。

分散していた庁舎機能が本庁に集約された。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

調達方法や環境に配慮した車両の導入に向け、課題を整理・検討する

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

公務遂行上必要な公用車の配備、管理を行う１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

必要台数を精査し、計画的な管理を引き続き推進する

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

公用車は業務遂行上必要なものであるが、維持管理費等のコスト意識をもって、必要台数、必要車種、調達方法を更に検討しなければならない。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト削減

公用車導入にあたってはコストを意識し、適正な台数で効率的な運用を図る。

(4,897 ) (5,950 )（事業費集計済分）

69,022

正職員

（人）正職員以外
0.93

2,693 2,586

6,654 5,824 2,162

0 0 0

3,999

0

4,062

2.00

0.80

2.00

事

業

概

要

対　象

職員　集中管理車両

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後は環境に配慮したエコカーの段階的導入が必要となる。

(4,062 ) (4,061 ) (4,600 )
（人）

5,816 3,999

78,48976,357

正職員以外

79,050 81,075 90,724

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

2.00 2.00 2.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

88,66075,815

事務事業名 公用車管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

80

1,599

0.35 0.20

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

791 2,561 1,511 1,677 2,261

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

10

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

75 75

75 75 70

総合戦略

市広報への募集記事の掲載、立看板の設置、募集ポスターの掲示、デジタルサイネージを利用した広報　自衛隊募集相談員・自衛隊家族会との連携

R5年度実績 R6年度見込

募集広報回数 10

実績値

110.0

安定的に優れた隊員を確保するために、自衛官募集に関する広報活動を通し入隊者の確保を図る

自衛隊山口地方協力本部周南地域事務所と連携し効果的な活動を行った

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,486 1,441

0 0

78

0

0

0.30

716

環

境

変

化

等

自衛隊法施行令第120条に基づき名簿を情報提供しているが、情報提供を希望されない場合は、名簿から除外する制度を設けている。

自衛隊法第97条により「市町村長は、自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う」ことになり、地方自治法第２条第9項第1号に規定する第一号法

定受託事務となっている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

自衛隊との協力体制により円滑に対応

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

法定受託事務として適切に募集事務を行うもの１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

法定受託事務を自衛隊との協力により計画的に実施するもの

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

法定受託事務であり、継続して実施する。自衛官確保のためには効果的な募集活動である。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.10

0 0

716 2,486 1,441

0 0 0

2,181

0

0

0.00

0.22

0.00

事

業

概

要

対　象

募集の対象となる市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後も法定受託事務として、継続し協力する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,599 2,181

00

正職員以外

70 78 80

0

10 10目標値 回

基

本

情

報

回 11 12

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 自衛官募集事務費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 110.0 120.0

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

11 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

12,504

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ｃ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

0 0 0 20,559 0

令和６年度

事業期間 令和5年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

１　まちの魅力の向上

２　シビックプライドの醸成

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

年間を通して周南市誕生２０周年をＰＲするとともに記念式典を開催し功労者表彰を行う。

R5年度実績 R6年度見込

指標なし

実績値

-

新しい生活様式に対応しながら、これまであった人のつながりを再構築することを目的に「ここから　こころつながる周南市」をメインテーマに、記念式典をはじめと

した周南市誕生２０周年記念事業に取り組む。

周南市誕生２０周年記念式典を１０月２２日に開催し、人と人とのつながりを再認識する場を創出。市民のコミュニケーションの再構築に寄与した。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 0

0 0

0

0

0

0.00

0

環

境

変

化

等

年間を通し周南市誕生２０周年をＰＲし、本事業は終了した。

コロナ禍の影響により日常が大きく変化し、人と人とが交わる機会が大きく寸断され、コミュニケーションの創出が難しい状況であった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

多くの市民が参加し、周南市誕生２０周年記念式典を実施できた。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｄ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

市民のコミュニケーションの場を創出するもので、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

「ここから　こころつながる周南市」をメインテーマに記念式典をはじめとした記念事業に取り組ん

だ。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

年間を通して周南市誕生２０周年をＰＲするとともに１０月２２日に記念式典を開催し、事業の役割を終えた。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

廃止・休止

成果維持

コスト削減

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 0 0

0 0 0

0

0

0

0.00

1.72

0.00

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和１０年度に表彰実施予定

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

12,504 0

8,0550

正職員以外

0 8,055 0

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 周南市誕生２０周年記念事業費（総務課）

～ 令和5年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

6,180

0.51 1.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

2,238 3,643 7,352 6,238 4,543

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

100

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

20 20

0 0 0

総合戦略

情報公開・個人情報保護の取扱いに関する疑義を審査する

R5年度実績 R6年度見込

審査請求対応状況 100

実績値

100.0

市の諸活動を市民に説明する責務を果たすとともに、市政に対する市民の理解と信頼を深める

市民からの請求に対し適正な対応を実施することで公正で開かれた市政が推進される

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

3,623 7,206

0 0

0

0

0

0.60

2,218

環

境

変

化

等

市民からの請求に対し適正な対応を実施する

近年の審査請求件数は変動が大きな状況である

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

市政に対する市民の理解と信頼を深める

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

市民に対する説明責任を果たし、公正で開かれた市政の推進に寄与する１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

市民からの請求に対し適正な対応を実施する

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

本事業は、市政に対する信頼を得る上で必要不可欠である。　開催案件の多寡に関わらず審査会を円滑に運営できるよう事務担当者の体制を維持し

ていくことが重要である。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

20

正職員

（人）正職員以外
0.31

0 0

2,218 3,623 7,206

0 0 0

4,362

0

0

0.00

0.85

0.00

事

業

概

要

対　象

何人も

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

公正で開かれた市政の推進に寄与する

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

6,180 4,362

58146

正職員以外

146 58 181

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

18120

事務事業名 情報公開・個人情報保護審査会費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,999

1.29 0.88

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｃ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

4,880 9,576 6,620 4,296 2,738

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

301 413

0 0 0

総合戦略

安全運転管理、後援承認、各種団体の協力、行政界の確認等の事務を行う。

R5年度実績 R6年度見込

指標なし

実績値

-

市政運営の円滑な遂行を図るもの。

義務的、経常的な事務であるが円滑な執行を図る。

人

員

コ

ス

ト

1

特

定

財

源

0

0 0 0 0

9,163 6,341

0 0

0

0

0

0.35

4,579

環

境

変

化

等

協会負担金など経常的なものがほとんどである。

義務的、経常的経費である。常に事務改善の視点を持ち事業を進める。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

義務的、経常的経費であるが常に効率的な運用を図る

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

市政運営を円滑に遂行するための経常的事務を行う１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

事務処理を適正に行った

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

義務的、経常的経費であるが、常に事務改善の視点を持ちながら事業を進める。　また、安全運転管理について、行政として率先して交通事故ゼロを目

指し、更に安全運転の励行に取り組む。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

義務的、経常的経費であるが、常に事務改善の視点を持ちながら事業を進める。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

301

正職員

（人）正職員以外
0.64

0 0

4,579 9,163 6,341

0 0 0

2,544

0

0

0.00

0.55

0.00

事

業

概

要

対　象

職員、市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

市政運営の円滑な遂行

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,999 2,544

297279

正職員以外

279 297 194

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

194412

事務事業名 総務事務管理費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

34,387

2.72 2.92

12,016 10,701 11,027

Ａ

Ａ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

228,847 228,586 253,564 307,500 309,690

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

100

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

30,369 15,898

207,525 207,181

0 0 0

総合戦略

本庁舎内の不具合箇所の改善や適切な管理により庁舎機能の維持を図り、庁舎利用者の安全性及び利便性を確保する

R5年度実績 R6年度見込

適正施設管理指数 100

実績値

100.0

本庁舎を利用する市民や職員の安全性及び利便性を確保し、持続的、安定的な行政運営を図る

庁舎完成により庁舎機能が集約されたことで利便性が向上した。庁舎管理を適正に行うことで安全性を確保し安定的な運営を図れた。

人

員

コ

ス

ト

15,774

特

定

財

源

0

0 0 0 0

21,405 22,835

0 0

0

22,141

11,873

5.10

21,322

環

境

変

化

等

庁舎が完成し利用者の利便性は向上した。　環境意識の高まりで、省エネを推進し地球環境への負荷低減を図ることが望まれている。

新庁舎建設により平成３０年度に執務機能を移転、令和元年５月に２期工事が完成し、６月にグランドオープン。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

企業電力の活用や省エネ設備導入による効率的な運用を行い省力化が可能となった

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

本庁舎を利用する市民、職員の安全性や利便性を目的としており妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
企業電力の活用や省エネ設備導入の効果によりコストを削減

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

旧庁舎では老朽化等により安全性や利便性に問題があったが、新庁舎移転後は安全性や利

便性は向上した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

庁舎を適切に維持管理することで市民、職員の利便性の向上と安定的な運営を行うことができた。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト削減

適切な管理を続けていく必要がある。また、コスト意識を高めつつ来庁者の利便性の視点から随時改善を行っていく。

(10,701 ) (11,027 )（事業費集計済分）

177,156

正職員

（人）正職員以外
2.98

17,436 21,243

21,322 19,320 21,042

18,427 19,694 16,592

37,077

0

9,879

6.50

4.73

5.50

事

業

概

要

対　象

本庁舎内の施設及び設備　本庁舎を利用する市民、職員

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

施設の長寿命化に取り組み、計画的な修繕や改修が必要になる。

(9,879 ) (9,788 ) (10,223 )
（人）

34,387 37,077

232,176194,866

正職員以外

230,729 273,113 272,613

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

5.00 6.50 6.30

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

233,880175,509

事務事業名 庁舎管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,090

0.25 0.25

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

3,213 4,399 5,061 5,102 3,659

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

９都市経営

３　効率的かつ効果的な行政マネジメントの推進

３　健全な財政運営

100

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

1,322 1,232

2,641 2,623

0 0 0

総合戦略

徳山港町庁舎内の施設及び設備の維持管理、修理、整備及び財産管理等を適切に行う。

R5年度実績 R6年度見込

施設管理上の不具合に対する対処率 100

実績値

83.0

生涯学習課職員に対し、文化財保護業務に従事できる環境を提供する。

徳山港町庁舎内の施設及び設備の維持管理、修理、整備及び財産管理等を行うことで、生涯学習課職員に対して文化財保護業務に従事できる環境

を提供することができる。

人

員

コ

ス

ト

424

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,776 1,802

0 0

0

714

0

0.10

572

環

境

変

化

等

平成３０年８月からは本庁舎新設に伴い市長部局所管課が退去し、生涯学習課文化財保護担当の執務室として教育委員会へ所管替え

山口県土木事務所であった建物を譲り受け、平成１７年度から徳山港町庁舎として活用

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

老朽化による修繕費の増大が懸念される中、照明のＬＥＤ化などにより、管理の手間を減らす

ことが考えられる。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

教育委員会生涯学習課が利用する庁舎である間は、教育委員会が庁舎管理を続ける必要

がある。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
文化振興課職員に対して文化財保護業務に従事できる環境を提供することができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

空調機器の更新を行ったが、まだ不調の機器も残っている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

令和５年度中に対応可能な修繕等は全て完了させた。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト増大

施設の老朽化に伴う修繕費用等の増大が見込まれる。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

875

正職員

（人）正職員以外
0.08

712 714

572 1,776 1,802

441 477 0

727

444

0

0.00

0.15

0.00

事

業

概

要

対　象

徳山港町庁舎の施設及び設備

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和６年度の機構改革により、教育委員会から市長部局へ所管換え

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,090 727

2,8212,106

正職員以外

3,259 4,012 2,932

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 75 81.2

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,218967

事務事業名 分庁舎管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 75.0 81.2

担当所属 総務課

指

標
活動指標

手　段

-

83 -


